
 

２月 教育長 教育行政報告 

 

令和６年 

   １月２４日（水） 第２回甲賀市教育委員会委員協議会 

利川市新屯小学校歓迎会 

２５日（木） わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポ甲賀市実行委員会第２回

常任委員会 

第２回甲賀市ミドルリーダー研修 

２７日（土） 水口小学校創立１５０周年記念式典 

２８日（日） かふか２１こども未来会議甲賀市子ども議会 

３１日（水） 宮町史跡公園予定地・多羅尾代官陣屋視察 

滋賀県立甲南高等学校総合学科発表大会 

２月 １日（木） 部長会議 

第３回甲賀市教育委員会委員協議会 

甲賀市役所消防避難訓練 

３日（土） 甲賀市青少年育成市民会議研修会 

かふか教育研究大会および作品展示会 

４日（日） ＫＯＧＡ彩風舞人２０周年公演 

５日（月） ミシガン中学生国際交流事業表敬訪問 

６日（火） 滋賀県都市教育長会第２回教育長・教育部長合同会議 

７日（水） 第１０回学校経営等協議会 

第２次人事ヒアリング 

第２回甲賀市教育委員会定例会 

資料２ 
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※総合計画基本計画と計画期間を整合させるため、令和 5年 11月に計画期間を延長しています。 

資料３ 
 

第 4期甲賀市教育振興基本計画策定方針（案） 

 

1．位置づけ 

 〇 教育基本法第 17条第 2項の規定に基づく、本市の教育振興のための施策に関する基 

本的な計画です。 

 〇 市の最上位計画である第 2次甲賀市総合計画・第 3期基本計画に掲げた未来像等を実 

現するための分野別計画です。 

〇 甲賀市教育大綱との整合性を図った計画です。 

 

2．計画期間 

  計画期間は、市の最上位計画である甲賀市総合計画と整合を図るため、第 3期基本計画 

と同じく 4年間とし、令和 7年度（2025年度）から令和 10年度（2028年度）までとし 

ます。 

H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

(2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028)

計画期間：なし
平成29(2017)年度から

後期計画

年度

計画期間：12年間
平成29(2017)年度から令和１０(2028)年度

第1期
計画期間：4年間

第2期
計画期間：4年間

第3期
計画期間：4年間

第3期 計画期間：6年間
平成31(2019)年度から

令和６(2024)年度

第4期 計画期間：4年間
令和7(2025)年度から
令和10(2028)年度

基本計画

教育大綱

総合計画

教育振興
基本計画

 

 

3．策定の方向性 

 〇 2015年 9月に国連サミットで採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、世界 

共通の目標です。「誰一人取り残さない」という理念は、本市の経営方針また、教育目 

標にも共通することから、本計画における各施策とＳＤＧｓとの関連を明確にし、Ｓ 

ＤＧｓの掲げる目標達成に向けた施策に取り組みます。 

〇 令和 5年 6月 16日に閣議決定された国の教育振興基本計画を勘案し、第 2次甲賀市 

総合計画・第 3期基本計画の教育に関する分野・施策との整合を図ります。 
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※「Volatility:変動性」、「Uncertainty:不確実性」、「Complexity:複雑性」、「Ambiguity:曖昧性」 

の 4つの単語の頭文字をとった造語 

〇 第 3期教育振興基本計画の成果と課題を検証し、次のキーワードを踏まえた今後 4年 

間に実施する教育施策を検討します。 

 ・環境教育  ・地域学  ・コミュニティ・スクール/地域学校協働活動 

 ・日本語教育  ・部活動の地域移行 等 

〇 将来の予測が困難なＶＵＣＡ※時代の到来や社会状況の変化に対応するため、次に掲 

 げるキーワードの本市教育施策への反映について検討します。 

   ・ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）   

・ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）   

・リスキリング・リカレント教育  ・インクルーシブ教育  ・多様な学び 

・ウェルビーイング（精神的豊かさ） 等 

 

 

 4．策定体制 

  (1) 市民等 

    教育委員会事務局の所管する社会教育委員の会議をはじめ、市民が参画する審議 

   会等で議論いただきます。 

  (2) 教育委員会 

    事務局内に設置する教育企画会議、教育振興基本計画策定プロジェクトチームで 

議論し、原案を作成のうえ、教育委員会会議で議論いただきます。 

  (3) パブリック・コメント 

  (4) オンライン合意形成プラットフォーム（Ｌｉｑｌｉｄ） 

 

 ５．スケジュール 

  令和６年  １月  策定方針の協議（庁議） 

２月  策定方針の協議・報告（教育委員会 

３月  策定方針の報告（厚生文教常任委員会、全員協議会） 

     ３月～６月  第３期基本計画の「成果と課題」の検証 

            次期基本計画案（たたき台）の作成 

        ６月  次期基本計画案（たたき台）の協議（教育委員会、厚生文教常 

任委員会） 

関係団体等意見聴取 

    ７月～１０月  次期基本計画案（素案）の作成 

       １１月  次期基本計画案（素案）の協議（教育委員会、厚生文教常任委 

員会） 
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令和７年    １月  次期基本計画案（原案）パブリック・コメント実施報告 

            （教育委員会、厚生文教常任委員会、全員協議会） 

        ２月  パブリック・コメントの実施 

        ３月  パブリック・コメント結果報告 

            （教育委員会、厚生文教常任委員会、全員協議会） 

            計画策定 
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６．参考 

■教育振興基本計画（国・令和５年６月１６日閣議決定） 

 〇２つのコンセプト 

  ・持続可能な社会の創り手の育成 

  ・日本社会に根差したウェルビーイングの向上 

 〇５つの基本的な方針 

  ・グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成 

  ・誰一人取り残されず、すべての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育 

の推進 

  ・地域や家庭でともに学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進 

  ・教育ＤＸの推進 

  ・計画の実効性確保のための基盤整備・対話 

 〇１６の目標 

  ①確かな学力の育成、幅広い知識と教養・専門的能力・職業実践力の育成 

  ②豊かな心の育成 ③健やかな体の育成、スポーツを通じた豊かな心身の育成 

  ④グローバル社会における人材育成 ⑤イノベーションを担う人材育成 

  ⑥主体的に社会の形成に参画する態度の育成・規範意識の醸成 

  ⑦多様な教育ニーズへの対応と社会的包摂 ⑧生涯学び、活躍できる環境整備 

  ⑨学校・家庭・地域の連携・協働の推進による地域の教育力の向上 

  ⑩地域コミュニティの基盤を支える社会教育の推進  

⑪教育ＤＸの推進・デジタル人材の育成 

⑫指導体制・ＩＣＴ環境の整備、教育研究基盤の強化 

⑬経済的状況、地理的条件によらない質の高い学びの確保 

  ⑭ＮＰＯ・企業・地域団体等との連携・協働 

  ⑮安心・安全で質の高い教育研究環境の整備、児童生徒等の安全確保 

  ⑯各ステークホルダーとの対話を通じた計画策定・フォローアップ 

 

■第４期滋賀県教育振興基本計画（原案） 

 〇基本目標 

  ・未来を拓く心豊かでたくましい人づくり 

 〇サブテーマ 

  ・「三方よし」で幸せはぐくむ滋賀の教育 

 〇全体的な方向性 

  ・すべての人が愛情をもって取り組む教育 

  ・学習者が主体の教育 

  ・滋賀に学ぶ教育 

 〇柱 

 ・柱Ⅰ 夢と生きる力を育む 
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 ・柱Ⅱ 学びの基盤を支える 

 ・柱Ⅲ みんなで学びに関わる 



議案第３号                      

 令和６年第１回甲賀市議会定例会（３月）提出議案に係る教育委員会の意見聴取

について 

 上記の議案を提出する。 

令和６年２月７日 

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

 

資料５ 



   令和６年第１回甲賀市議会定例会（３月）提出議案に係る教育委員会 

の意見聴取について 

 令和６年第１回甲賀市議会定例会（３月）に提出される議案のうち別紙の教育に

関する事務に係る議案への地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号）第２９条の規定に基づく意見について、異議のない旨甲賀市長に

答申することにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

 



 

 

令和６年第１回甲賀市議会定例会（３月）提出議案（教育委員会関係）  

 

１  新年度予算案件  

（１）令和６年度甲賀市一般会計予算  

≪甲賀市議会  議案第１号≫  

（第１表）歳入歳出予算  

歳入１，９３２，５３８千円  歳出４，７６７，５５９千円  

歳入  

款  項  
令和６年度  

当初予算（Ａ）  

令和５年度  

当初予算（Ｂ）  

比較  

（Ａ）－（Ｂ）  

分担金及

び負担金  

負担金  2,910 千円  2,910 千円  0 千円  

款計  2,910 千円  2,910 千円  0 千円  

使用料及

び手数料  

使用料  25,005 千円  30,400 千円  △ 5,395 千円  

款計  25,005 千円  30,400 千円  △ 5,395 千円  

国庫支出

金  

国庫 補 助

金  

101,570 千円  154,756 千円  △ 53,186 千円  

款計  101,570 千円  154,756 千円  △ 53,186 千円  

県支出金  県補助金  45,523 千円  31,504 千円  14,019 千円  

県委託金  1,121 千円  1,125 千円  △ 4 千円  

款計  46,644 千円  32,629 千円  14,015 千円  

財産収入  財産 運 用

収入  

400 千円  352 千円  48 千円  

財産 売 払

収入  

150 千円  0 千円  150 千円  

款計  550 千円  352 千円  198 千円  

繰入金  基金 繰 入

金  

236,543 千円  700,299 千円  △ 463,756 千円  

款計  236,543 千円  700,299 千円  △ 463,756 千円  

 

議案第３号別紙１  
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諸収入  市預 金 利

子  

1 千円  1 千円  0 千円  

雑入  385,315 千円  355,860 千円  29,455 千円  

款計  385,316 千円  355,861 千円  29,455 千円  

市債  市債  1,134,000 千円  1,646,800 千円  △ 512,800 千円  

款計  1,134,000 千円  1,646,800 千円  △ 512,800 千円  

合計  1,932,538 千円  2,924,007 千円  △ 991,469 千円  

※詳細は「議案第３号別紙２」参照。   

歳出  

款  項  
令和６年度  

当初予算（Ａ）  

令和５年度  

当初予算（Ｂ）  

比較  

（Ａ）－（Ｂ）  

土木費  都市計画

費  

629,548 千円  72,125 千円  557,423 千円  

款計  629,548 千円  72,125 千円  557,423 千円  

教育費  教育総務

費  

314,428 千円  178,019 千円  136,409 千円  

小学校費  662,804 千円  996,893 千円  △ 334,089 千円  

中学校費  471,933 千円  858,726 千円  △ 386,793 千円  

社会教育

費  

1,154,497 千円  1,895,601 千円  △ 741,104 千円  

保健体育

費  

1,534,349 千円  1,105,431 千円  428,918 千円  

款計  4,138,011 千円  5,034,670 千円  △ 896,659 千円  

合計  4,767,559 千円  5,106,795 千円  △ 339,236 千円  

※詳細は「議案第３号別紙３」参照  

 （第２表）繰越明許費  

款  項  事業名  金額  

教育費  保健体育費  
東部学校給食センター

改修事業  

191,500 千円  
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（第３表）債務負担行為  

事  項  期  間  限度額  

児童生徒等健康診断業務委  

託  

令和６年度から  

令和７年度まで  
17,409 千円  

旧水口図書館指定管理委託  
令和７年度から  

令和 11 年度まで  
1,955 千円  

甲賀歴史民俗資料館指定管  

理委託  

令和７年度から  

令和 11 年度まで  
2,155 千円  

水口城資料館指定管理委託  
令和７年度から  

令和 11 年度まで  
16,035 千円  

東海道伝馬館指定管理委託  
令和７年度から  

令和 11 年度まで  
16,630 千円  

あいの土山文化ホール指定  

管理委託  

令和７年度から  

令和 11 年度まで  
144,541 千円  

信楽中学校室内温水プール  

管理運営・監視業務委託  

令和６年度から  

令和７年度まで  
13,316 千円  

給食配送業務委託  
令和７年度から  

令和 11 年度まで  
551,364 千円  

学校給食センター調理・洗  

浄業務委託  

令和７年度から  

令和 11 年度まで  
1,257,573 千円  

（第４表）地方債  

起債の目的  限度額  
起債の  

方法  
利率  償還の方法  

公園施設整備事業  275,300 千円  普通貸借  

又は  

証券発行  

 

 

4.0％以内  

（ただ

し、利率

見直し方

式で借り

入れる資

金につい

て、利率

の見直し

を行った

後におい

ては、当

該見直し

政府資金、

地方公共団

体金融機構

資金及び公

益財団法人

滋賀県市町

村振興協会

資金につい

ては、その

融資条件に

より、銀行

その他の場

合にはその

小 学 校 施 設 空 調 設

備整備事業  
12,700 千円  

公 民 館 施 設 整 備 事

業  
237,800 千円  

文 化 財 保 存 修 景 事

業  
92,300 千円  

史跡整備事業  47,500 千円  

文化施設整備事業  126,000 千円  
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学 校 給 食 セ ン タ ー

整備事業  
342,400 千円  

後の利

率）  

債権者と協

定するもの

による｡た

だし､市財

政の都合に

より据置期

間及び償還

期間を短縮

し、又は繰

上償還若し

くは低利に

借換えする

ことができ

る。  

  

計  1,134,000 千円     

 

２  条例一部改正  

（１）甲賀市附属機関設置条例の一部を改正する条例  

 ≪甲賀市議会  議案第１１号≫  

   平成２７年３月に策定した「甲賀市幼保・小中学校再編計画」の計  

画期間が令和６年度に終期を迎えることから、学校再編に係る後継計

画を策定するに当たり、必要な調査・審議を行う甲賀市学校再編審議

会を新たに教育委員会の附属機関として設置するため、条例の一部を

改正するもの。  

※詳細は「議案第３号別紙４」参照  

 

３  補正予算案件  

（１）令和５年度甲賀市一般会計補正予算（第８号）  

≪甲賀市議会  議案第３０号≫  

（第１表）歳入△２２，１６９千円  歳出△１５，０８６千円  

歳入  

国庫支出  

金  

教育費国庫補助金（小学校費国庫補助金）  △ 9,434 千円  

 学校施設環境改善交付金  △ 9,434 千円  

教育費国庫補助金（中学校費国庫補助金）  △ 113,447 千円  
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 学校施設環境改善交付金  △ 113,447 千円  

教育費国庫補助金（保健体育費国庫補助金） △ 2,408 千円  

  地方スポーツ振興費補助金  △ 2,408 千円  

寄附金  教育費寄附金（小中学校費寄附金）  500 千円  

  教育振興寄附金  500 千円  

諸収入  雑入（教育費雑入）  △ 1,080 千円  

  スポーツ教室受講料  △ 1,080 千円  

市債  教育債（合併特例事業債）  143,600 千円  

  小学校施設整備事業  46,900 千円  

  中学校施設整備事業  107,700 千円  

  公民館施設整備事業  △ 11,000 千円  

 教育債（防災・減災・国土強靭化緊急対策事

業債）  
△ 39,900 千円  

  小学校施設整備事業  △ 39,900 千円  

                       合計  △ 22,169 千円  

歳出  

教育費  教育総務費  500 千円  

  教育振興費  基金管理一般経費  500 千円  

中学校費  △ 2,757 千円  

  教育振興費  中学生国際交流事業  △ 2,757 千円  

社会教育費  △ 10,029 千円  

  公民館費  公民館施設整備事業  △ 6,229 千円  

 
 文化振興事業費  

文 化 振 興 施 設 管 理 運 営

経費  
△ 3,800 千円  

保健体育費  △ 2,800 千円  

  保健体育総務費  社会体育一般経費  △ 2,800 千円  

                       合計  △ 15,086 千円  
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（第２表）繰越明許費補正  

（追加）  

款  項  事業名  金額  

教育費  小学校費  
柏木小学校バリアフリ

ー化設備等整備事業  
38,561 千円  

社会教育費  
水口中央公民館整備事

業  
836,711 千円  

（変更）  

款  項  事業名  補正前  補正後  

教育費  小学校費  
信楽小学校改築

事業  
50,000 千円  190,000 千円  

（第 4 表）地方債補正  

（変更）  

起債の目的  補正前  補正後  

小学校施設整備事業  183,500 千円  190,500 千円  

中学校施設整備事業  346,800 千円  454,500 千円  

公民館施設整備事業  1,137,800 千円  1,126,800 千円  
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　　２　歳　入
13款 分担金及び負担金

 2項 負担金 （単位 ： 千円）

節   

目

 3 教育費負担金 2,910 2,910 0  1 小学校費負 1,928 日本スポーツ振興センター保護者負担金 1,928

担金

 2 中学校費負 982 日本スポーツ振興センター保護者負担金 982

担金

計 2,910 2,910 0

14款 使用料及び手数料

 1項 使用料

 7 土木費使用料 1,500 1,500 0  2 都市計画費 1,500 都市公園使用料 1,500

使用料

 8 教育費使用料 23,505 28,900 △ 5,395  1 小学校費使 1,375 小学校施設使用料 1,375

用料

 2 中学校費使 2,000 中学校施設使用料 2,000

用料

 4 社会教育費 13,222 社会教育施設使用料 654

使用料 公民館使用料 432

資料館入館料 156

文化ホール使用料 11,980

 5 保健体育費 6,908 社会体育施設使用料 2,636

使用料 体育館使用料 4,092

運動場使用料 180

計 25,005 30,400 △ 5,395

15款 国庫支出金

 2項 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 8,015 22,380 △ 14,365  1 総務管理費 8,015 デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ） 8,015

国庫補助金

 2 民生費国庫補助金 812 0 812  1 社会福祉費 812 地域生活支援事業補助金 812

国庫補助金

 5 土木費国庫補助金 70,000 0 70,000  3 都市計画費 70,000 社会資本整備総合交付金（都市公園等事業） 70,000

国庫補助金

 6 教育費国庫補助金 22,743 132,376 △ 109,633  1 小学校費国 9,435 要保護児童生徒援助費補助金 26

庫補助金 特別支援教育就学奨励費補助金 3,987

「地域で学ぶ」支援体制強化事業補助金 2,003

説 明本年度予算額 前年度予算額 比 較
区 分 金 額

議案第３号別紙２
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（単位 ： 千円）

節   

目

理科教育設備整備費等補助金 322

公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金 3,097

 2 中学校費国 5,526 要保護児童生徒援助費補助金 60

庫補助金 特別支援教育就学奨励費補助金 3,884

理科教育設備整備費等補助金 698

公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金 884

 4 社会教育費 7,782 国宝重要文化財等保存整備費補助金 6,236

国庫補助金 史跡等保存管理計画等策定事業補助金 1,546

計 101,570 154,756 △ 53,186

16款 県支出金

 2項 県補助金

 2 民生費県補助金 886 0 886  1 社会福祉費 406 地域生活支援事業補助金 406

県補助金

 3 児童福祉費 480 子ども・子育て施策推進交付金 480

県補助金

5 農林水産業費補助金 7,734 7,934 △ 200  3 林業費県補 7,734 琵琶湖森林づくり補助金 7,734

助金

 9 教育費県補助金 36,903 23,570 13,333  1 教育総務費 2,486 帰国・外国人児童生徒受入促進事業補助金 2,486

県補助金

 2 小学校費県 18,454 「地域で学ぶ」支援体制強化事業補助金 2,987

補助金 スクール・サポート・スタッフ配置支援事業補助金 5,097

自治振興交付金（スクーリング・ケアサポーター派遣事業）

7,350

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業補助金 204

森林環境学習「やまのこ」事業補助金 2,765

救急医療対策事業補助金 51

 3 中学校費県 3,212 部活動指導員配置促進事業補助金 1,383

補助金 自治振興交付金（中学生チャレンジウィーク事業） 690

スクール・サポート・スタッフ配置支援事業補助金 1,139

 4 社会教育費 8,001 自治振興交付金（青少年育成地域活動支援事業） 500

県補助金 無職少年等非行防止対策事業補助金 1,100

薬物乱用防止啓発活動事業補助金 230

文化財保存事業補助金 1,121

本年度予算額 前年度予算額 比 較
区 分 金 額

説 明
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（単位 ： 千円）

節   

目

学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 5,050

 5 保健体育費 4,750 シンボルスポーツ定着事業費補助金 750

県補助金 わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ競技別リハーサル大会運営費補助金

4,000

計 45,523 31,504 14,019

16款 県支出金

 3項 県委託金

 1 総務費県委託金 32 32 0  4 統計調査費 32 学校基本調査委託金 32

県委託金

 6 教育費県委託金 1,089 1,093 △ 4  1 教育総務費 15 教科書展示会運営事業委託金 15

県委託金

 2 社会教育費 1,074 青少年健全育成条例運用事業委託金 74

県委託金 紫香楽宮跡管理委託金 1,000

計 1,121 1,125 △ 4

17款 財産収入

 1項 財産運用収入

 2 利子及び配当金 400 352 48  1 利子 400 教育振興基金利子 258

奨学基金利子 1

文化振興基金利子 32

図書館振興北村昭三基金利子 109

計 400 352 48

17款 財産収入

 2項 財産売払収入

 1 不動産売払収入 150 0 150  2 立木売払収 150 立木売払収入 150

入

計 150 0 150

説 明本年度予算額 前年度予算額 比 較
区 分 金 額
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19款 繰入金

 2項 基金繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

 2 教育振興基金繰入金 1,770 200,800 △ 199,030  1 教育振興基 1,770 教育振興基金繰入金 1,770

金繰入金

 3 あい甲賀ふるさと応援基金繰入金 185,167 99,499 85,668  1 あい甲賀ふ 185,167 あい甲賀ふるさと応援基金繰入金 185,167

るさと応援

基金繰入金

 5 図書館振興北村昭三基金繰入金 10,000 10,000 0  1 図書館振興 10,000 図書館振興北村昭三基金繰入金 10,000

北村昭三基

金繰入金

 9 奨学基金繰入金 90 0 90  1 奨学基金繰 90 奨学基金繰入金 90

入金

10 文化振興基金繰入金 39,516 0 39,516  1 文化振興基 39,516 文化振興基金繰入金 39,516

金繰入金

公共施設等整備基金繰入金 0 346,000 △ 346,000

住みよさと活気あふれるまちづくり基金 0 44,000 △ 44,000

繰入金

計 236,543 700,299 △ 463,756

21款 諸収入

 2項 市預金利子

 1 市預金利子 1 1 0  1 市預金利子 1 市預金利子 1

計 1 1 0

21款 諸収入

 4項 雑入

 2 給食事業収入 303,599 317,221 △ 13,622  1 給食費 303,599 児童生徒給食負担金 270,317

児童生徒給食負担金（過年度分） 1,000

職員給食負担金 32,282

 3 雑入 81,716 38,639 43,077  3 民生費雑入 261 碧水荘電気等使用料 261

 7 土木費雑入 45,682 みなくち子どもの森事業参加料 350

冊子・パンフレット売払収入 1

公衆電話使用料 1

公園電気等使用料 330

サッカー施設整備助成金 45,000

 9 教育費雑入 35,773 ＡＬＴ家賃負担金 2,472

説 明本年度予算額 前年度予算額 比 較
区 分 金 額
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（単位 ： 千円）

節   

目

奨学金返還金 238

太陽光発電料 6

災害共済給付費 10,788

生涯学習講座受講料 690

冊子・パンフレット売払収入 1,252

遺跡発掘調査負担金 7,315

文化事業参加料 100

あいこうか市民ホール自主企画事業入場料 1,500

市美術展覧会出品料 176

あいこうか市民ホール電気等使用料 180

あいの土山文化ホール電気等使用料 3,709

スポーツ教室受講料 2,181

コピー使用料 168

チケット等販売手数料 80

軟式野球競技共催市町負担金 1,000

公衆電話使用料 87

検定会場使用料 500

土山体育館電気等使用料 1,265

小学校電気等使用料 1,859

中学校電気等使用料 10

自動販売機電気使用料 172

公民館警備保障業務負担金 25

計 385,315 355,860 29,455

22款 市債

 1項 市債

 6 土木債 275,300 0 275,300  2 一般単独事 275,300 公園施設整備事業 275,300

業債

 7 教育債 858,700 1,646,800 △ 788,100  1 合併特例事 285,300 公民館施設整備事業 237,800

業債 史跡整備事業 47,500

 2 一般単独事 573,400 小学校施設空調設備整備事業 12,700

業債 文化財保存修景事業 92,300

文化施設整備事業 126,000

学校給食センター整備事業 342,400

本年度予算額 前年度予算額 比 較
区 分 金 額

説 明
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（単位 ： 千円）

節   

目

計 1,134,000 1,646,800 △ 512,800

説 明本年度予算額 前年度予算額 比 較
区 分 金 額
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　　３　歳　出
 8款  土木費

 4項  都市計画費

節       

目

 3 公園費 629,548 72,125 557,423 国庫支出金 275,300 諸収入 230,571  1 報酬 2,107 ０３　公園施設管理運営経費 103,248

70,000 45,943  2 給料 9,539 ０１　都市公園管理事務費 12,009

県支出金  3 職員手当等 6,262 消耗品費 270

7,734  4 共済費 2,216 燃料費 173

 8 報償費 1,048 光熱水費 6,540

 9 旅費 125 修繕料 650

11 需用費 8,719 通信運搬費 199

12 役務費 573 手数料 181

13 委託料 61,537 保険料 18

14 使用料及び 308 都市公園等管理業務委託 2,000

賃借料 害虫駆除業務委託 149

15 工事請負費 536,372 施設メンテナンス業務委託 686

16 原材料費 52 夜間警備保障業務委託 274

18 備品購入費 600 電気設備保守点検委託 319

19 負担金補助 80 エレベーター保守点検委託 258

及び交付金 物品借上料 68

27 公課金 10 テレビ受信料 31

下水道使用料 120

維持補修用材料 42

研修負担金 21

公課金 10

０３　公園施設指定管理事業 49,645

水口スポーツの森・野洲川河川公園等指定管理委託

49,645

０５　公園施設運営事業 41,594

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 2,107

一般職給（会計年度任用職員） 9,539

地域手当（会計年度任用職員） 478

通勤手当（会計年度任用職員） 406

時間外勤務手当（会計年度任用職員） 836

期末手当（会計年度任用職員） 2,473

勤勉手当（会計年度任用職員） 2,069

地方公務員共済組合負担金等（会計年度任用職員）

1,502

退職手当組合負担金（会計年度任用職員） 699

市町村職員互助会負担金（会計年度任用職員） 15

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

議案第３号別紙３
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 8款  土木費

 4項  都市計画費 （単位 ： 千円）

節       

目

講師謝礼 918

調査協力謝礼 130

費用弁償 11

普通旅費 28

費用弁償（通勤手当） 86

消耗品費 740

食糧費 10

印刷製本費 120

教材費 216

通信運搬費 93

保険料 82

みなくち子どもの森森林管理業務委託 3,191

職員健康診断業務委託 15

自動車借上料 5

物品借上料 84

みなくち子どもの森設備修繕工事 15,072

新設用材料 10

施設備品 434

機械器具 166

生活習慣病予防健診負担金 14

全国科学博物館協議会会費 10

日本博物館協会会費 25

日本博物館協会近畿支部会費 5

県博物館協議会会費 5

０４　国スポ・障スポ施設整備事業 526,300

０１　国スポ・障スポ施設整備事業 526,300

トイレ改修工事設計業務委託 5,000

テニスコート照明設備設置工事 20,000

多目的グラウンド人工芝改修工事 240,000

野球場スコアボード改修工事 140,000

防球ネット修復工事 13,000

陸上競技場改修工事 50,900

トイレ改修工事 31,200

甲賀市民スタジアム施設改修工事 26,200

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款  土木費

 4項  都市計画費 （単位 ： 千円）

節       

目

計 629,548 72,125 557,423 国庫支出金 275,300 諸収入 230,571

70,000 45,943

県支出金

7,734

10款  教育費

 1項  教育総務費

節       

目

 1 教育委員会 2,969 2,972 △ 3 2,969  1 報酬 2,016 ０１　教育委員会運営経費 2,969

費  9 旅費 39 ０１　教育委員会運営事業 2,969

11 需用費 66 委員報酬 2,016

12 役務費 460 費用弁償 37

14 使用料及び 5 普通旅費 2

賃借料 消耗品費 56

19 負担金補助 383 食糧費 5

及び交付金 印刷製本費 5

通信運搬費 460

通行料 5

県都市教育委員会連絡協議会負担金 58

研修負担金 325

 2 事務局費 4,018 3,644 374 国庫支出金 3,293  1 報酬 535 ０２　事務局運営経費 1,663

725  9 旅費 172 ０１　事務局運営事務費 1,663

10 交際費 100 普通旅費 120

11 需用費 1,200 交際費 100

12 役務費 185 消耗品費 594

14 使用料及び 48 燃料費 216

賃借料 食糧費 5

18 備品購入費 10 印刷製本費 9

19 負担金補助 1,761 修繕料 228

及び交付金 通信運搬費 116

27 公課金 7 手数料 31

保険料 18

駐車場使用料 3

自動車借上料 10

テレビ受信料 22

通行料 13

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
区 分 金 額

一 般 財 源 区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

施設備品 10

全国都市教育長協議会負担金 21

近畿都市教育長協議会負担金 18

研修負担金 122

公課金 7

０３　事務局運営事業 2,355

０１　事務局運営事業 1,788

委員報酬 175

費用弁償 8

食糧費 5

信楽高等学校地域支援協議会負担金 1,600

０２　学校再編事業 567

委員報酬 360

費用弁償 44

消耗品費 127

食糧費 16

通信運搬費 20

 3 教育振興費 307,441 136,038 国庫支出金 負担金 266,723  1 報酬 119,653 ０１　学校教育振興事業

4,095 2,910  2 給料 13,236 ０１　教育振興一般事務費 16,700

県支出金 財産収入  3 職員手当等 29,547 講師謝礼 113

13,554 259  8 報償費 2,039 調査協力謝礼 9

繰入金  9 旅費 5,725 普通旅費 62

17,190 11 需用費 4,736 消耗品費 872

諸収入 12 役務費 3,331 燃料費 48

2,710 13 委託料 81,746 印刷製本費 120

14 使用料及び 20,260 修繕料 10

賃借料 教材費 107

18 備品購入費 1,626 通信運搬費 927

19 負担金補助 13,518 手数料 12

及び交付金 学校職員長時間労働面接指導業務委託 120

20 扶助費 11,760 学校ホームページ管理システム保守業務委託 528

25 積立金 259 施設使用料 15

27 公課金 5 自動車借上料 4,686

機器賃借料 35

日本スポーツ振興センター災害共済負担金 6,358

全国公立学校難聴・言語障害教育研究協議会会費 6

教科用図書第二採択地区協議会負担金 167

県へき地教育振興協議会会費 10

171,403 99,419

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

県へき地少人数教育研究会会費 6

県学校保健主事会費 14

県小学校教育研究会負担金 241

県小学校長会負担金 294

県小学校体育連盟会費 42

県小中学校学校保健会費 126

県小中学校教頭会負担金 189

県公立小中学校事務研究協議会費 27

県小中学校特別支援学級設置校長会費 26

県小中学校養護教諭研究会費 87

県吹奏楽連盟会費 35

県中学校教育研究会負担金 100

県中学校長会負担金 99

県科学教育振興委員会負担金 40

県中学校体育連盟会費 515

県特別支援教育研究会費 47

甲賀湖南学校保健協議会負担金 241

甲賀市・湖南市小中学校結核対策委員会負担金 20

甲賀地域学校歯科医会負担金 324

全国中学校駅伝大会負担金 20

全国コミュニテイ・スクール連絡協議会会費 2

０２　教育研究一般事務費 3,834

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 2,275

期末手当（会計年度任用職員） 465

勤勉手当（会計年度任用職員） 389

講師謝礼 191

費用弁償 26

普通旅費 79

費用弁償（通勤手当） 86

消耗品費 155

食糧費 3

印刷製本費 135

通信運搬費 10

著作権使用料 10

近畿地区教育研究所連盟負担金 10

０３　ＡＬＴ設置事業 66,131

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 24,061

一般職給（会計年度任用職員） 4,116

区 分 金 額
説 明

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

地域手当（会計年度任用職員） 206

通勤手当（会計年度任用職員） 86

期末手当（会計年度任用職員） 1,333

勤勉手当（会計年度任用職員） 1,115

費用弁償 402

費用弁償（通勤手当） 363

消耗品費 60

燃料費 65

修繕料 307

手数料 246

保険料 138

英語指導助手業務委託 26,950

家屋使用料 3,933

物品借上料 1,680

外国青年招致事業負担金 1,065

公課金 5

０４　学校図書活用支援事業 12,754

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 8,481

期末手当（会計年度任用職員） 1,659

勤勉手当（会計年度任用職員） 1,388

費用弁償 7

費用弁償（通勤手当） 501

消耗品費 5

学校図書管理システム保守委託 713

０２　子どもの安心・安全向上事業 1,039

０１　子どものいじめ問題対策事業 633

委員報酬 320

調査協力謝礼 190

費用弁償 33

食糧費 3

印刷製本費 87

０２　学校安全体制整備推進事業 406

講師謝礼 176

消耗品費 230

０３　教育支援事業 28,799

０１　読み書き支援事業 3,858

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 2,674

期末手当（会計年度任用職員） 546

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳
本 年 度
予 算 額

特 定 財 源
一 般 財 源
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

勤勉手当（会計年度任用職員） 457

費用弁償（通勤手当） 181

０２　特別支援事業 9,321

委員報酬 75

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 7,343

期末手当（会計年度任用職員） 727

勤勉手当（会計年度任用職員） 609

講師謝礼 10

費用弁償 110

費用弁償（通勤手当） 284

消耗品費 10

医療ケア対応看護師派遣業務委託 153

０３　奨学奨励事業 11,778

通信運搬費 8

手数料 10

教育扶助費 11,760

０４　小中連携事業 3,842

講師謝礼 110

費用弁償 9

消耗品費 119

印刷製本費 145

教材費 70

通信運搬費 14

手数料 1,639

自動車借上料 1,736

０４　発達支援事業 1,357

０１　発達支援事業 110

費用弁償 110

０２　通級指導教室事業 1,247

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 769

講師謝礼 10

費用弁償 117

費用弁償（通勤手当） 21

消耗品費 165

教材用備品 165

０５　学びの多様化推進事業 176,568

０１　不登校対策事業 15,913

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 10,745

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

一般職給（会計年度任用職員） 2,924

地域手当（会計年度任用職員） 147

通勤手当（会計年度任用職員） 86

期末手当（会計年度任用職員） 865

勤勉手当（会計年度任用職員） 724

講師謝礼 50

費用弁償 66

費用弁償（通勤手当） 302

駐車場使用料 2

通行料 2

０２　スペシャルサポートルーム（ＳＳＲ）設置事業

16,943

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 14,700

費用弁償（通勤手当） 1,243

施設備品 1,000

０３　教育支援センター事業 17,335

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 10,008

期末手当（会計年度任用職員） 1,910

勤勉手当（会計年度任用職員） 1,598

講師謝礼 10

調査協力謝礼 1,120

費用弁償 50

費用弁償（通勤手当） 340

消耗品費 185

燃料費 30

光熱水費 719

修繕料 600

教材費 182

通信運搬費 131

手数料 68

施設清掃業務委託 66

夜間警備保障業務委託 80

駐車場使用料 2

下水道使用料 24

入場料 12

施設備品 22

教材用備品 131

県適応指導教室連絡協議会会費 2

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

施設清掃業務負担金 45

０４　フリースクール利用支援事業 3,360

フリースクール利用補助 3,360

０５　母語支援事業 28,854

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 20,584

期末手当（会計年度任用職員） 3,900

勤勉手当（会計年度任用職員） 3,264

費用弁償 78

費用弁償（通勤手当） 868

印刷製本費 160

０６　日本語初期指導教室事業 24,223

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 17,618

期末手当（会計年度任用職員） 3,042

勤勉手当（会計年度任用職員） 2,546

講師謝礼 50

費用弁償（通勤手当） 387

消耗品費 100

燃料費 44

通信運搬費 128

施設備品 135

機械器具 65

教材用備品 108

０７　教育ＤＸ推進事業 69,940

一般職給（会計年度任用職員） 6,196

地域手当（会計年度任用職員） 310

通勤手当（会計年度任用職員） 171

期末手当（会計年度任用職員） 1,091

勤勉手当（会計年度任用職員） 913

ＩＣＴ支援員派遣業務委託 43,725

保護者連絡システム導入業務委託 9,411

物品借上料 8,123

０６　基金管理一般経費 259

０１　教育振興基金積立事務費 258

積立金 258

０２　奨学基金積立事務費 1

積立金 1

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

計 314,428 136,409 国庫支出金 負担金 272,985

4,820 2,910

県支出金 財産収入

13,554 259

繰入金

17,190

諸収入

2,710

10款  教育費

 2項  小学校費

節       

目

 1 小学校管理 299,201 5,207 諸収入 297,335  2 給料 33,559 ０２　小学校施設管理運営経費 249,081

費 1,866  3 職員手当等 16,221 ０１　小学校施設管理事務費 175,931

 8 報償費 10 調査協力謝礼 10

 9 旅費 340 消耗品費 15,842

11 需用費 130,468 燃料費 11,625

12 役務費 16,393 食糧費 19

13 委託料 22,593 印刷製本費 11

14 使用料及び 6,205 光熱水費 93,224

賃借料 修繕料 920

15 工事請負費 63,000 被服費 177

16 原材料費 997 通信運搬費 6,132

18 備品購入費 9,166 手数料 9,761

19 負担金補助 249 貯水槽維持管理業務委託 750

及び交付金 学校施設メンテナンス業務委託 2,021

害虫駆除業務委託 155

樹木剪定業務委託 1,370

除草業務委託 158

夜間警備保障業務委託 5,813

中継ポンプ保守点検委託 126

電気設備保守点検委託 4,515

エレベーター保守点検委託 1,918

印刷機保守点検委託 398

浄化槽保守点検委託 2,612

遊具保守点検業務委託 835

178,019

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

293,994
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10款  教育費

 1項  教育総務費 （単位 ： 千円）

節       

目

危険木伐採業務委託 922

土地使用料 80

機器賃借料 21

テレビ受信料 651

下水道使用料 5,453

維持補修用材料 959

新設用材料 38

施設備品 9,166

土木積算システム保守管理費負担金 231

防火管理者講習負担金 18

０２　小学校施設維持補修事業 73,150

消耗品費 150

修繕料 8,500

手数料 500

各校補修工事設計監理業務委託 1,000

各校補修工事 63,000

０３　小学校管理運営経費 50,120

０１　小学校管理事務費 50,120

一般職給（会計年度任用職員） 33,559

地域手当（会計年度任用職員） 611

通勤手当（会計年度任用職員） 1,446

時間外勤務手当（会計年度任用職員） 1,613

期末手当（会計年度任用職員） 6,833

勤勉手当（会計年度任用職員） 5,718

費用弁償 192

普通旅費 148

 2 教育振興費 346,603 △96,485 国庫支出金 繰入金 273,074  1 報酬 98,974 ０１　小学校教育振興事業 304,497

7,432 53,900  2 給料 18,974 ０１　小学校教育振興事務費 42,039

県支出金 諸収入  3 職員手当等 10,052 講師謝礼 446

7,913 4,284  8 報償費 1,215 調査協力謝礼 551

 9 旅費 5,592 消耗品費 13,607

11 需用費 24,398 燃料費 5

12 役務費 12,736 印刷製本費 299

13 委託料 15,810 修繕料 571

14 使用料及び 84,647 教材費 7,528

賃借料 通信運搬費 304

16 原材料費 146 手数料 1,402

18 備品購入費 13,129 保険料 276

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

443,088

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額
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10款  教育費

 2項  小学校費 （単位 ： 千円）

節       

目

19 負担金補助 7,046 愛鳥活動樹木管理業務委託 40

及び交付金 太鼓づくり指導業務委託 32

20 扶助費 49,600 花火打上業務委託 19

22 補償補填及 4,284 土地使用料 36

び賠償金 駐車場使用料 1

自動車借上料 2,985

入場料 153

著作権使用料 590

新設用材料 99

図書費 7,923

教材用備品 5,151

研修負担金 21

０２　小学校経営事務費 25,606

その他報酬 11,608

費用弁償 26

消耗品費 232

食糧費 5

印刷製本費 10

通信運搬費 98

手数料 9,343

災害共済給付金 4,284

０３　小学校教育支援事業 35,789

一般職給（会計年度任用職員） 13,918

地域手当（会計年度任用職員） 696

通勤手当（会計年度任用職員） 809

期末手当（会計年度任用職員） 2,984

勤勉手当（会計年度任用職員） 2,497

印刷製本費 16

通信運搬費 101

手数料 38

公共交通機関利用通学補助 7,025

教育扶助費 7,705

０４　確かな学力向上事業 103,591

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 87,366

一般職給（会計年度任用職員） 5,056

地域手当（会計年度任用職員） 253

通勤手当（会計年度任用職員） 212

期末手当（会計年度任用職員） 1,416

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 2項  小学校費 （単位 ： 千円）

節       

目

勤勉手当（会計年度任用職員） 1,185

講師謝礼 25

費用弁償 147

普通旅費 118

費用弁償（通勤手当） 5,301

消耗品費 30

甲賀市版学力調査業務委託 2,482

０５　ＩＣＴ教育環境整備事業 93,180

修繕料 1,050

通信運搬費 990

校務支援システム保守委託 6,355

学校ネットワーク再構築業務委託 6,600

物品借上料 22,744

機器賃借料 55,441

０６　森林環境学習やまのこ事業 2,765

教材費 320

自動車借上料 2,445

０７　特色ある学校づくり事業 1,527

講師謝礼 120

調査協力謝礼 73

消耗品費 266

燃料費 5

修繕料 10

教材費 417

学校農園管理業務委託 10

ビオトープ生態系調査委託 50

陶芸作品焼成業務委託 192

製茶加工業務委託 30

物品借上料 252

新設用材料 47

教材用備品 55

０２　児童就学援助事業 42,106

０１　児童就学援助事業 42,106

印刷製本費 27

通信運搬費 119

手数料 65

教育扶助費 41,895

説 明
区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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10款  教育費

 2項  小学校費 （単位 ： 千円）

節       

目

 3 施設整備事 17,000 △242,811 12,700 4,300 13 委託料 17,000 ０１　小学校施設整備事業 17,000

業費 ０１　小学校特別教室空調設備整備事業 17,000

小学校空調設備整備工事設計業務委託 17,000

計 662,804 国庫支出金 12,700 繰入金 574,709

7,432 53,900

県支出金 諸収入

7,913 6,150

10款  教育費

 3項  中学校費

節       

目

 1 中学校管理 137,634 11,132 諸収入 136,273  2 給料 15,425 ０１　中学校管理運営経費 22,988

費 1,361  3 職員手当等 7,489 ０１　中学校管理事務費 22,988

 8 報償費 1 一般職給（会計年度任用職員） 15,425

 9 旅費 74 地域手当（会計年度任用職員） 718

11 需用費 64,047 通勤手当（会計年度任用職員） 717

12 役務費 6,101 期末手当（会計年度任用職員） 3,296

13 委託料 15,758 勤勉手当（会計年度任用職員） 2,758

14 使用料及び 2,548 普通旅費 74

賃借料 ０２　中学校施設管理運営経費 114,646

15 工事請負費 20,000 ０１　中学校施設管理事務費 85,846

16 原材料費 351 調査協力謝礼 1

18 備品購入費 5,762 消耗品費 7,276

19 負担金補助 78 燃料費 5,760

及び交付金 食糧費 16

光熱水費 45,637

修繕料 338

被服費 20

通信運搬費 2,771

手数料 3,030

貯水槽維持管理業務委託 222

学校施設メンテナンス業務委託 918

害虫駆除業務委託 50

樹木剪定業務委託 419

除草業務委託 91

夜間警備保障業務委託 2,035

説 明
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

126,502

259,811

996,893

区 分 金 額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

△ 334,089

一 般 財 源
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10款  教育費

 3項  中学校費 （単位 ： 千円）

節       

目

屋内プールボイラー保守点検委託 385

屋内プールろ過保守点検委託 280

屋内プール棟可動屋根保守点検委託 528

屋内プール棟可動床保守点検委託 1,100

中継ポンプ保守点検委託 258

電気設備保守点検委託 1,680

エレベーター保守点検委託 1,843

印刷機保守点検委託 265

浄化槽保守点検委託 1,621

遊具保守点検業務委託 173

危険木伐採業務委託 390

テレビ受信料 186

下水道使用料 2,362

維持補修用材料 338

新設用材料 13

施設備品 5,762

土木積算システム保守管理費負担金 66

防火管理者講習負担金 12

０２　中学校施設維持補修事業 28,800

消耗品費 50

修繕料 4,950

手数料 300

各校補修工事設計監理業務委託 3,500

各校補修工事 20,000

 2 教育振興費 334,299 39,710 国庫支出金 繰入金 251,163  1 報酬 74,204 ０１　中学校教育振興事業 281,951

5,526 67,394  2 給料 20,594 ０１　中学校教育振興事務費 48,139

県支出金 諸収入  3 職員手当等 14,906 講師謝礼 189

3,212 7,004  8 報償費 3,835 調査協力謝礼 184

 9 旅費 4,885 消耗品費 16,616

11 需用費 25,364 食糧費 1

12 役務費 17,438 印刷製本費 111

13 委託料 24,857 修繕料 760

14 使用料及び 63,798 教材費 6,454

賃借料 通信運搬費 96

16 原材料費 20 手数料 1,476

18 備品購入費 9,565 保険料 10

19 負担金補助 19,020 指導者用デジタル教科書配信業務委託 11,000

及び交付金 自動車借上料 64

説 明
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

区 分 金 額
特 定 財 源

一 般 財 源
国県支出金 地 方 債 そ の 他

294,589
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10款  教育費

 3項  中学校費 （単位 ： 千円）

節       

目

20 扶助費 49,309 入場料 1,147

22 補償補填及 6,504 著作権使用料 446

び賠償金 新設用材料 20

図書費 4,131

教材用備品 5,434

０２　中学校経営事務費 17,275

その他報酬 2,825

費用弁償 2

消耗品費 21

印刷製本費 10

通信運搬費 54

手数料 7,639

産業医委託 220

災害共済給付金 6,504

０３　中学校教育支援事業 36,331

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 4,097

期末手当（会計年度任用職員） 287

勤勉手当（会計年度任用職員） 240

調査協力謝礼 2,944

費用弁償（通勤手当） 221

印刷製本費 3

通信運搬費 23

手数料 7,156

公共交通機関利用通学補助 2,682

生徒出場補助 13,351

部活動移動費補助 1,613

学力向上推進事業補助 294

教育扶助費 3,420

０４　確かな学力向上事業 109,900

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 67,282

一般職給（会計年度任用職員） 20,594

地域手当（会計年度任用職員） 1,030

通勤手当（会計年度任用職員） 903

期末手当（会計年度任用職員） 6,776

勤勉手当（会計年度任用職員） 5,670

講師謝礼 345

費用弁償 51

普通旅費 295

区 分 金 額

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 3項  中学校費 （単位 ： 千円）

節       

目

費用弁償（通勤手当） 3,936

甲賀市版学力調査業務委託 3,018

０５　ＩＣＴ教育環境整備事業 69,516

修繕料 945

通信運搬費 495

校務支援システム保守委託 1,816

学校ネットワーク再構築業務委託 6,600

物品借上料 6,499

機器賃借料 53,161

０６　キャリア教育推進事業 790

講師謝礼 165

調査協力謝礼 8

消耗品費 160

印刷製本費 139

教材費 117

通信運搬費 113

手数料 31

保険料 38

機器賃借料 19

０２　生徒就学援助事業 46,023

０１　生徒就学援助事業 46,023

印刷製本費 27

通信運搬費 63

手数料 44

教育扶助費 45,889

０３　中学生国際交流事業 6,325

０１　中学生国際交流事業 6,325

普通旅費 380

手数料 200

姉妹都市訪問事業業務委託 2,203

駐車場使用料 40

自動車借上料 2,240

機器賃借料 96

通行料 86

中学生国際交流事業参加補助 1,080

施設整備事 0 △437,635

業費

437,635

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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10款  教育費

 3項  中学校費 （単位 ： 千円）

節       

目

計 471,933 国庫支出金 繰入金 387,436

5,526 67,394

県支出金 諸収入

3,212 8,365

10款  教育費

 5項  社会教育費

節       

目

 1 社会教育総 70,017 29,801 県支出金 使用料 62,127  1 報酬 11,332 ０２　社会教育一般経費 1,057

務費 6,954 450  2 給料 23,490 ０１　社会教育一般事務費 301

財産収入  3 職員手当等 12,956 普通旅費 6

141  8 報償費 8,530 消耗品費 137

諸収入  9 旅費 513 燃料費 65

345 11 需用費 3,991 通信運搬費 48

12 役務費 662 手数料 30

13 委託料 1,082 物品借上料 15

14 使用料及び 789 ０２　社会教育委員運営事務費 536

賃借料 委員報酬 450

16 原材料費 20 費用弁償 34

18 備品購入費 232 消耗品費 13

19 負担金補助 6,279 食糧費 8

及び交付金 通信運搬費 9

25 積立金 141 県社会教育委員連絡協議会負担金 8

研修負担金 14

０３　社会教育推進事業 220

ＰＴＡ連絡協議会活動補助 220

０４　青少年育成事業 38,281

０１　青少年育成施設管理事務費 4,845

消耗品費 125

燃料費 1,120

光熱水費 1,230

修繕料 350

通信運搬費 269

手数料 4

施設メンテナンス業務委託 528

夜間警備保障業務委託 198

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

区 分 金 額

858,726 △ 386,793

40,216

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

自動車借上料 216

物品借上料 427

テレビ受信料 72

下水道使用料 54

維持補修用材料 20

施設備品 232

０２　青少年育成施設運営事業 19,010

委員報酬 70

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 4,859

一般職給（会計年度任用職員） 7,908

地域手当（会計年度任用職員） 396

通勤手当（会計年度任用職員） 230

時間外勤務手当（会計年度任用職員） 450

期末手当（会計年度任用職員） 2,368

勤勉手当（会計年度任用職員） 1,982

費用弁償 42

費用弁償（通勤手当） 144

消耗品費 164

燃料費 122

食糧費 3

印刷製本費 188

通信運搬費 64

県青少年補導センター連絡協議会負担金 20

０３　青少年育成推進事業 8,130

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 4,220

期末手当（会計年度任用職員） 821

勤勉手当（会計年度任用職員） 687

講師謝礼 12

調査協力謝礼 725

費用弁償 16

普通旅費 4

費用弁償（通勤手当） 110

消耗品費 121

通信運搬費 100

交通整理業務委託 49

２０歳のつどい事業委託 250

県子ども会連合会負担金 15

技能取得訓練受講補助 1,000

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

０４　青少年団体活動支援事業 2,590

ガールスカウト活動補助 40

少年補導委員活動補助 300

青少年育成市民会議活動補助 2,200

かふか２１子ども未来会議実行委員会活動補助 50

０５　自然体験活動推進事業 3,706

委員報酬 60

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 1,673

期末手当（会計年度任用職員） 322

勤勉手当（会計年度任用職員） 269

講師謝礼 17

調査協力謝礼 708

費用弁償 21

普通旅費 28

費用弁償（通勤手当） 51

消耗品費 104

食糧費 2

教材費 239

通信運搬費 56

保険料 82

青少年活動セミナー事業委託 57

通行料 5

研修負担金 12

０５　生涯学習推進事業 21,220

０１　生涯学習推進事業 21,220

一般職給（会計年度任用職員） 15,582

地域手当（会計年度任用職員） 780

通勤手当（会計年度任用職員） 512

時間外勤務手当（会計年度任用職員） 150

期末手当（会計年度任用職員） 2,172

勤勉手当（会計年度任用職員） 1,817

費用弁償 57

あいこうか生涯カレッジ負担金 150

０６　地域学校協働活動推進事業 9,318

０１　地域学校協働活動推進事業 9,318

調査協力謝礼 7,068

地域学校協働事業補助 2,250

０７　基金管理一般経費 141

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

０１　文化振興基金積立事務費 32

積立金 32

０２　図書館振興北村昭三基金積立事務費 109

積立金 109

 2 公民館費 307,690 237,800 使用料 29,046  8 報償費 445 ０２　公民館管理運営経費 55,745

432  9 旅費 13 ０１　公民館管理事務費 13,951

繰入金 11 需用費 7,351 消耗品費 524

40,000 12 役務費 942 燃料費 155

諸収入 13 委託料 61,164 印刷製本費 86

412 14 使用料及び 257 光熱水費 6,052

賃借料 修繕料 443

15 工事請負費 236,321 通信運搬費 302

18 備品購入費 117 手数料 160

19 負担金補助 1,080 施設メンテナンス業務委託 3,810

及び交付金 夜間警備保障業務委託 126

屈折型天体望遠鏡保守点検委託 605

電気設備点検業務委託 392

空調設備保守点検委託 231

機器賃借料 10

テレビ受信料 31

下水道使用料 186

かふか生涯学習館フェンス修繕工事 721

施設備品 117

０２　公民館運営事業 40,714

講師謝礼 445

費用弁償 13

消耗品費 80

食糧費 11

通信運搬費 96

保険料 39

夢の学習事業委託 40,000

物品借上料 30

０３　学区公民館運営活動支援事業 1,080

学区公民館運営活動補助 1,080

０３　公民館施設整備事業 251,945

０１　公民館維持補修事業 1,200

甲南公民館設備修繕工事 1,200

０２　水口中央公民館整備事業 250,745

△ 990,175

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

1,297,865

本 年 度
予 算 額 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

手数料 345

水口中央公民館改築工事監理業務委託 16,000

水口中央公民館改築工事 234,400

 3 図書館費 206,039 74,475 繰入金 177,236  1 報酬 4,653 ０２　図書館管理運営経費 147,925

25,000  2 給料 27,533 ０１　図書館管理事務費 59,116

諸収入  3 職員手当等 15,063 普通旅費 7

3,803  8 報償費 22 消耗品費 3,530

 9 旅費 263 燃料費 4,598

11 需用費 39,682 光熱水費 27,454

12 役務費 4,150 修繕料 2,510

13 委託料 23,955 通信運搬費 1,414

14 使用料及び 11,413 手数料 452

賃借料 害虫駆除業務委託 44

15 工事請負費 52,064 施設メンテナンス業務委託 9,707

18 備品購入費 27,060 樹木剪定業務委託 48

19 負担金補助 60 除草業務委託 40

及び交付金 施設清掃業務委託 66

27 公課金 121 除草・剪定業務委託 388

夜間警備保障業務委託 846

図書館マーク保守委託 308

電気工作物保安管理業務委託 379

空調設備保守点検委託 424

浄化槽保守点検委託 1,606

図書抽出マーク作成業務委託 1,496

土地使用料 1,833

物品借上料 740

テレビ受信料 62

下水道使用料 339

施設備品 825

０２　図書館運営事業 88,809

委員報酬 165

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 4,488

一般職給（会計年度任用職員） 27,533

地域手当（会計年度任用職員） 1,377

通勤手当（会計年度任用職員） 1,161

期末手当（会計年度任用職員） 6,819

勤勉手当（会計年度任用職員） 5,706

講師謝礼 12

131,564

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

調査協力謝礼 10

費用弁償 10

普通旅費 6

費用弁償（通勤手当） 240

消耗品費 609

燃料費 146

印刷製本費 413

修繕料 422

通信運搬費 93

手数料 138

保険料 53

図書館物流業務委託 3,142

図書装備業務委託 561

機器賃借料 8,439

水口図書館施設修繕工事 850

施設備品 1,235

図書費 25,000

日本図書館協会施設会員負担金 50

県公共図書館協議会負担金 10

公課金 121

０３　図書館施設整備事業 58,114

０１　図書館維持補修事業 58,114

手数料 2,000

設備修繕工事設計業務委託 4,900

下水道接続工事 39,600

土山図書館屋上防水改修工事 1,100

車庫電動シャッター修繕工事 514

土山図書館空調設備改修工事 2,600

水口図書館施設修繕工事 1,600

甲賀図書情報館施設修繕工事 1,400

甲賀図書情報館空調設備改修工事 1,200

甲賀図書情報館電話機交換工事 1,700

図書館施設修繕工事 1,500

 4 文化財保護 262,121 144,070 国庫支出金 139,800 使用料 85,435  1 報酬 13,000 ０２　文化財保護推進事業 38,053

費 12,980 360  2 給料 5,422 ０１　文化財保護一般事務費 7,203

県支出金 財産収入  3 職員手当等 5,396 委員報酬 180

2,121 150  8 報償費 3,517 一般職給（会計年度任用職員） 2,393

118,051

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

繰入金  9 旅費 1,314 地域手当（会計年度任用職員） 120

12,707 11 需用費 8,645 通勤手当（会計年度任用職員） 24

諸収入 12 役務費 1,776 期末手当（会計年度任用職員） 513

8,568 13 委託料 35,199 勤勉手当（会計年度任用職員） 430

14 使用料及び 5,691 費用弁償 45

賃借料 普通旅費 155

15 工事請負費 172,842 消耗品費 332

16 原材料費 325 燃料費 277

18 備品購入費 1,203 光熱水費 504

19 負担金補助 7,782 修繕料 205

及び交付金 通信運搬費 312

27 公課金 9 手数料 128

保険料 18

資料燻蒸業務委託 242

害虫駆除業務委託 123

火災警備委託 159

浄化槽保守点検委託 69

危険木伐採業務委託 99

史跡等修景維持管理業務委託 385

土地使用料 350

機器賃借料 29

下水道使用料 18

施設備品 34

全国史跡整備協議会負担金 40

全国史跡整備協議会近畿地区負担金 10

公課金 9

０２　埋蔵文化財管理事業 5,750

特別旅費 90

消耗品費 10

多羅尾代官陣屋老朽家屋解体工事設計業務委託

2,200

危険木伐採業務委託 2,300

史跡等修景維持管理業務委託 300

多羅尾代官陣屋植栽花壇設置業務委託 850

０３　文化財保護推進事業 7,614

郷土史会等補助 176

史跡・天然記念物保存事業補助 200

指定文化財保存修理事業補助 3,317

前 年 度
予 算 額

比 較
区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

防災管理補助 905

民俗文化財伝承補助 3,016

０４　文化財施設指定管理事業 345

旧水口図書館指定管理委託 345

０５　かもしか食害対策防護柵設置事業 5,016

消耗品費 11

防護柵設置工事測量設計業務委託 105

防護柵設置工事 4,900

０６　地域文化財活用事業 12,125

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 4,128

期末手当（会計年度任用職員） 843

勤勉手当（会計年度任用職員） 706

講師謝礼 150

調査協力謝礼 309

費用弁償（通勤手当） 251

消耗品費 50

食糧費 2

印刷製本費 1,618

通信運搬費 153

筆耕翻訳料 200

斎王群行衣装保存活用業務委託 500

臨時駐車場設置業務委託 500

町並み保存事業委託 300

城跡維持管理業務委託 1,000

土山宿本陣活用業務委託 1,000

自動車借上料 250

物品借上料 55

通行料 10

著作権使用料 100

０３　歴史民俗資料館管理運営経費 144,833

０１　歴史民俗資料館管理事務費 6,228

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 1,621

期末手当（会計年度任用職員） 331

勤勉手当（会計年度任用職員） 277

調査協力謝礼 170

費用弁償（通勤手当） 61

消耗品費 470

燃料費 102

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

印刷製本費 118

光熱水費 1,031

修繕料 286

通信運搬費 246

手数料 258

夜間警備保障業務委託 335

下水道使用料 20

施設備品 887

県博物館協議会会費 15

０２　歴史民俗資料館運営事業 131,742

一般職給（会計年度任用職員） 3,029

地域手当（会計年度任用職員） 152

通勤手当（会計年度任用職員） 198

期末手当（会計年度任用職員） 650

勤勉手当（会計年度任用職員） 544

講師謝礼 47

調査協力謝礼 19

費用弁償 6

普通旅費 8

消耗品費 223

食糧費 2

印刷製本費 477

通信運搬費 33

保険料 60

害虫駆除業務委託 50

曳山搬出入交通整理業務委託 76

水口城跡御成橋改修工事監理業務委託 4,100

文書等運搬業務委託 383

危険木伐採業務委託 99

史跡等修景維持管理業務委託 1,285

写真撮影業務委託 66

著作権使用料 11

水口城跡御成橋改修工事 119,000

東海道伝馬館修繕工事 942

施設備品 282

０３　歴史民俗資料館指定管理事業 6,863

甲賀歴史民俗資料館指定管理委託 383

水口城資料館指定管理委託 3,207

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

東海道伝馬館指定管理委託 3,273

０４　文化財保護調査普及事業 76,043

０１　文化財調査事業 3,156

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 926

調査協力謝礼 1,942

普通旅費 28

特別旅費 6

費用弁償（通勤手当） 35

消耗品費 10

燃料費 11

印刷製本費 144

通行料 54

０２　市内遺跡緊急発掘調査事業 67,721

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 5,147

期末手当（会計年度任用職員） 331

勤勉手当（会計年度任用職員） 277

調査協力謝礼 700

普通旅費 197

特別旅費 41

費用弁償（通勤手当） 214

消耗品費 500

燃料費 207

食糧費 4

印刷製本費 723

光熱水費 259

修繕料 35

通信運搬費 125

手数料 28

紫香楽宮跡整備工事監理業務委託 2,300

紫香楽宮跡管理業務委託 450

出土遺物保存処理業務委託 500

文化財保存活用計画策定業務委託 2,750

遺跡図化・測量業務委託 770

物品借上料 56

機器賃借料 3,944

発掘現場事務所等仮設工事 200

紫香楽宮跡整備工事 47,800

維持補修用材料 75

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

水道加入負担金 88

０３　史跡保存事業 5,166

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 589

費用弁償（通勤手当） 44

消耗品費 100

燃料費 79

修繕料 50

手数料 10

史跡境界杭測量設置業務委託 1,500

紫香楽宮跡管理業務委託 2,000

土地使用料 794

０５　史跡活用事業 3,192

０１　水口岡山城跡活用事業 1,754

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 409

講師謝礼 90

普通旅費 113

費用弁償（通勤手当） 20

消耗品費 100

燃料費 79

食糧費 3

印刷製本費 230

修繕料 30

通信運搬費 43

手数料 92

害虫駆除業務委託 50

水口岡山城跡環境整備業務委託 495

０２　紫香楽宮跡活用事業 1,438

講師謝礼 90

消耗品費 130

食糧費 3

印刷製本費 230

通信運搬費 43

手数料 27

害虫駆除業務委託 50

史跡等修景維持管理業務委託 100

紫香楽宮跡活用調査業務委託 500

新設用材料 250

木簡学会負担金 15

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

 6 文化振興事 308,630 725 国庫支出金 126,000 使用料 153,191  1 報酬 1,310 ０１　文化振興施設管理運営経費 113,003

業費 812 11,980  2 給料 5,943 ０１　文化振興施設管理事務費 56,314

県支出金 繰入金  3 職員手当等 3,606 非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 1,070

406 14,082  8 報償費 2,101 期末手当（会計年度任用職員） 219

諸収入  9 旅費 54 勤勉手当（会計年度任用職員） 183

2,159 11 需用費 38,695 普通旅費 7

12 役務費 2,554 費用弁償（通勤手当） 24

13 委託料 64,981 消耗品費 1,390

14 使用料及び 1,678 燃料費 9,501

賃借料 印刷製本費 82

15 工事請負費 172,200 光熱水費 24,616

18 備品購入費 3,006 修繕料 1,710

19 負担金補助 12,502 通信運搬費 695

及び交付金 手数料 971

環境衛生管理業務委託 510

施設維持管理業務委託 4,690

除草業務委託 64

施設清掃業務委託 358

除草・剪定業務委託 260

夜間警備保障業務委託 885

空調設備切替保守点検委託 1,706

舞台設備等保守点検委託 3,110

電気設備保守点検委託 1,480

自動扉保守点検委託 398

浄化槽保守点検委託 51

土地使用料 374

家屋使用料 36

物品借上料 14

テレビ受信料 112

下水道使用料 530

施設備品 132

機械器具 1,100

全国公立文化施設協議会負担金 28

県公立文化施設協議会負担金 8

０２　文化振興施設運営事業 29,543

一般職給（会計年度任用職員） 5,943

地域手当（会計年度任用職員） 298

通勤手当（会計年度任用職員） 86

307,905

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

時間外勤務手当（会計年度任用職員） 480

期末手当（会計年度任用職員） 1,274

勤勉手当（会計年度任用職員） 1,066

講師謝礼 30

調査協力謝礼 850

消耗品費 40

食糧費 35

印刷製本費 327

通信運搬費 249

広告料 110

手数料 269

あいこうか市民ホール駐車場等警備委託 86

舞台技術業務委託 11,322

機器賃借料 558

著作権使用料 54

コラボレーション事業負担金 918

財団法人運営補助 5,548

０３　文化振興施設指定管理事業 27,146

あいの土山文化ホール指定管理委託 27,146

０２　文化振興推進事業 12,953

０１　文化振興推進事業 12,953

委員報酬 240

講師謝礼 60

賞賜金 490

調査協力謝礼 671

費用弁償 19

普通旅費 4

消耗品費 110

食糧費 30

印刷製本費 254

通信運搬費 210

筆耕翻訳料 38

保険料 12

あいこうか市民ホール駐車場等警備委託 58

美術展覧会展示業務委託 357

金の卵プロジェクト事業委託 1,400

アール・ブリュット事業委託 3,000

鈴鹿馬子唄全国大会開催負担金 1,000

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 5項  社会教育費 （単位 ： 千円）

節       

目

甲賀すいりょう太鼓活動補助 30

甲賀忍玉太鼓団活動補助 70

紫香楽太鼓「炎」活動補助 100

文化協会補助 2,300

和太鼓サウンド開催補助 2,500

０３　文化施設整備事業 182,674

０１　文化施設維持補修事業 182,674

修繕料 600

甲南情報交流センター空調設備改修工事設計業務委託

8,100

あいの土山文化ホール空調設備改修工事 168,000

市民文化ホール修繕工事 4,200

機械器具 1,774

計 1,154,497 国庫支出金 503,600 使用料

13,792 13,222

県支出金 財産収入

9,481 291

繰入金

91,789

諸収入

15,287

10款  教育費

 6項  保健体育費

節       

目

 1 保健体育総 269,060 68,408 県支出金 使用料 242,996  1 報酬 5,082 ０２　社会体育一般経費 5,215

務費 4,750 11,783  2 給料 5,042 ０１　社会体育一般事務費 1,309

繰入金  3 職員手当等 3,550 委員報酬 100

6,270  8 報償費 4,328 費用弁償 5

諸収入  9 旅費 318 普通旅費 5

3,261 11 需用費 23,010 消耗品費 393

12 役務費 2,868 燃料費 152

13 委託料 119,721 修繕料 282

14 使用料及び 4,585 通信運搬費 132

賃借料 手数料 107

15 工事請負費 11,900 保険料 18

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

1,895,601 507,035

200,652

△ 741,104

一 般 財 源

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 6項  保健体育費 （単位 ： 千円）

節       

目

16 原材料費 129 通行料 10

18 備品購入費 105 県体育施設協会負担金 10

19 負担金補助 88,380 県民総スポーツの祭典負担金 30

及び交付金 研修負担金 30

27 公課金 42 公課金 35

０２　社会体育一般事業 3,906

賞賜金 600

筆耕翻訳料 10

スポーツ教室開催委託 2,950

機器賃借料 291

機械器具 55

０３　社会体育施設管理運営経費 141,119

０１　社会体育施設管理事務費 37,964

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 2,785

一般職給（会計年度任用職員） 2,051

地域手当（会計年度任用職員） 103

通勤手当（会計年度任用職員） 51

期末手当（会計年度任用職員） 1,009

勤勉手当（会計年度任用職員） 845

費用弁償 21

普通旅費 201

費用弁償（通勤手当） 86

消耗品費 1,414

燃料費 278

光熱水費 12,945

修繕料 1,973

通信運搬費 395

手数料 1,538

保険料 21

甲南中央運動公園芝等管理業務委託 2,000

甲南グラウンドゴルフ場芝等管理業務委託 1,700

甲南弁天山除草清掃業務委託 60

除草業務委託 2,225

夜間警備保障業務委託 647

電気設備保守点検委託 1,180

土地使用料 2,409

機器賃借料 1,683

テレビ受信料 62

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度
予 算 額
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10款  教育費

 6項  保健体育費 （単位 ： 千円）

節       

目

下水道使用料 111

維持補修用材料 129

近畿ブロック地域海洋センター連絡協議会負担金 10

県地域海洋センター連絡協議会負担金 20

研修負担金 5

公課金 7

０２　社会体育施設運営事業 9,960

財団法人運営補助 9,960

０３　社会体育施設指定管理事業 93,195

甲賀Ｂ＆Ｇ海洋センタープール指定管理委託 62,530

土山運動場指定管理委託 2,977

土山室内運動場指定管理委託 1,568

土山体育館指定管理委託 12,292

土山テニスコート指定管理委託 184

水口体育館指定管理委託 13,644

０４　スポーツ振興事業 109,826

０１　スポーツ振興団体支援事業 25,634

健康づくり事業負担金 1,000

スポーツ少年団活動補助 5,770

鹿深サッカーフェスティバル開催補助 150

水口サマーサッカー開催補助 500

スポーツ協会事業補助 18,214

０２　スポーツ教室開設事業 1,000

金の卵プロジェクト事業委託 1,000

０３　学校体育施設開放事業 18,988

消耗品費 341

燃料費 1,248

印刷製本費 38

光熱水費 2,820

修繕料 600

通信運搬費 169

手数料 321

保険料 37

施設清掃業務委託 98

信楽中学校室内温水プール管理運営業務委託 9,827

信楽中学校室内温水プール監視業務委託 3,489

０４　地域スポーツ推進事業 4,500

あいの土山マラソン開催負担金 4,000

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 6項  保健体育費 （単位 ： 千円）

節       

目

甲賀１０時間耐久リレーマラソン大会開催補助 500

０５　生涯スポーツ推進事業 9,800

ゴルフ振興事業負担金 4,500

総合型地域スポーツクラブ活動補助 5,300

０６　スポーツ推進委員活動事業 7,413

非常勤職員報酬（会計年度任用職員） 2,197

期末手当（会計年度任用職員） 429

勤勉手当（会計年度任用職員） 359

調査協力謝礼 3,728

消耗品費 61

食糧費 24

被服費 291

通信運搬費 17

保険料 103

駐車場使用料 2

通行料 17

施設備品 50

全国スポーツ推進委員連合会費 25

県スポーツ推進委員協議会負担金 85

研修負担金 25

０７　国民スポーツ大会事業 41,491

一般職給（会計年度任用職員） 2,991

通勤手当（会計年度任用職員） 24

期末手当（会計年度任用職員） 397

勤勉手当（会計年度任用職員） 333

わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポ甲賀市実行委員会

負担金 37,746

０８　障がい者スポーツ振興事業 1,000

障がい者スポーツ推進業務委託 500

競技用補装具等購入補助 500

０５　社会体育施設整備事業 11,900

０１　社会体育施設維持補修事業 11,900

社会体育施設修繕工事 11,900

０６　ホストタウン事業 1,000

０１　ホストタウン事業 1,000

消耗品費 50

印刷製本費 100

地域シンボルスポーツ交流事業委託 850

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款  教育費

 6項  保健体育費 （単位 ： 千円）

節       

目

 2 学校給食費 1,265,289 360,510 342,400 諸収入 619,290  1 報酬 100 ０２　学校給食センター管理運営経費 912,689

303,599  2 給料 2,708 ０１　学校給食センター管理事務費 142,449

 3 職員手当等 1,289 委員報酬 100

 9 旅費 58 一般職給（会計年度任用職員） 2,708

11 需用費 456,279 地域手当（会計年度任用職員） 136

12 役務費 8,502 通勤手当（会計年度任用職員） 86

13 委託料 330,245 期末手当（会計年度任用職員） 581

14 使用料及び 7,568 勤勉手当（会計年度任用職員） 486

賃借料 費用弁償 5

15 工事請負費 453,800 普通旅費 53

18 備品購入費 4,740 消耗品費 4,834

燃料費 37,043

食糧費 5

印刷製本費 116

光熱水費 58,062

修繕料 3,500

教材費 33

被服費 86

通信運搬費 631

手数料 7,541

処理施設維持管理業務委託 4,135

害虫駆除業務委託 590

施設維持管理業務委託 161

除草業務委託 400

夜間警備保障業務委託 269

厨房設備保守点検委託 1,100

学校給食献立システム保守委託 66

オゾン殺菌装置保守点検委託 1,639

ボイラー保守点検委託 1,894

電気設備保守点検委託 965

エレベーター保守点検委託 991

空調設備保守点検委託 1,925

テレビ受信料 62

下水道使用料 7,506

施設備品 4,740

０２　学校給食センター運営事業 770,240

手数料 330

東部学校給食センター改修工事監理業務委託 6,500

904,779

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

41



10款  教育費

 6項  保健体育費 （単位 ： 千円）

節       

目

給食配送業務委託 93,890

調理・洗浄業務委託 209,933

米飯加工業務委託 5,787

東部学校給食センター改修工事 185,000

東部学校給食センター厨房機器等更新工事 265,100

東部学校給食センター維持補修工事 3,700

０３　学校給食事業 352,600

０１　学校給食事業 352,600

賄材料費 352,600

計 1,534,349 県支出金 342,400 使用料

4,750 11,783

繰入金

6,270

諸収入

306,860

1,105,431 428,918 1,204,686

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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議案第１１号

甲賀市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について

上記の議案を提出する。

令和６年２月１６日

甲賀市長  岩 永 裕 貴

議案第３号別紙４

1



甲賀市附属機関設置条例の一部を改正する条例

甲賀市附属機関設置条例（平成２５年甲賀市条例第３５号）の一部を次のように

改正する。

別表の２の表甲賀市教育行政評価委員会の項の次に次のように加える。

甲 賀 市 学

校再編審

議会

市内小中学校の再編に関す

る事項について調査し、審

議すること。

（１） 市民

（２） 学識経験を有す

る者

（３） 教育関係者

（４） その他教育委員

会が適当と認める者

１ ０

人 以

内

委嘱の日か

ら審議が終

了する日ま

で

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第１１号参考資料

甲賀市附属機関設置条例新旧対照表

改正案 現行

（設置等）  （設置等）

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その

担任する事務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定

めるとおりとする。

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その

担任する事務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定

めるとおりとする。

２～４ （略） ２～４ （略）

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１ （略） １ （略）

２ 教育委員会の附属機関 ２ 教育委員会の附属機関

名称 担任する事務 委員の構成 委員

数

委員の

任期

甲賀市教

育行政評

価委員会

教育委員会の権限に属

する事務の管理並びに

執行状況の点検及び評

価結果について調査し、

審議すること。

（１） 教育関係者

（２） その他教育委

員会が適当と認め

る者

５人

以内

２年

甲賀市学

校再編審

議会

市内小中学校の再編に

関する事項について調

査し、審議すること。

（１） 市民

（２） 学識経験を有

する者

１０

人以

内

委嘱の

日から

審議が

名称 担任する事務 委員の構成 委員

数

委員の

任期

甲賀市教

育行政評

価委員会

教育委員会の権限に属

する事務の管理並びに

執行状況の点検及び評

価結果について調査し、

審議すること。

（１） 教育関係者（２） 

その他教育委

員会が適当と認め

る者

５人

以内

２年

3



（３） 教育関係者（４） 

その他教育委

員会が適当と認め

る者

終了す

る日ま

で

（略） （略）

３ （略） ３ （略）

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第４号  

 甲賀市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の一部を改正する要綱の

制定について  

上記の議案を提出する。                  

   令和６年２月７日  

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

 

 

資料６ 



   甲賀市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の一部を改正 

   する要綱 

 甲賀市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱（平成１６年甲賀市教育

委員会告示第１号）の一部を次のように改正する。 

 様式第１号中「 

申請者(保護者)             

住所  甲賀市             

氏名               ㊞  

電話番号                

」を削り、 

「 

   年度において就学援助費の支給を受けたいので申請します。 

対
象
児
童
生
徒 

氏名（ふりがな） 生年月日 学校名 学年 

 年  月  日 学校 年 

家
族
欄 
（
同
一
世
帯
全
員
） 

氏名 申請者との続柄 生年月日 
勤務先又は

学校名 

        

        

        

        

        

        

        

住宅の

形態 
 １ 持家  ２ 借家・アパート  ３ 市営・県営住宅 

就学援助を必要とする理由（できるだけ詳しく記入してください。） 



 

  前年度又は今年度で、次のうち当てはまるものの番号に○をし、（ ）に 

必要事項を記入してください。 

」を 

「 

   年度において就学援助費の支給を受けたいので、甲賀市要保護及び準 

要保護児童生徒就学援助費支給要綱第４条の規定により、次のとおり申 

請します。 

申
請
者
（
保
護
者
） 

申請日 年  月  日 

住所 〒   -     

氏名       ○印 
電話

番号 

自宅   -   -    

携帯   -   -    

対
象
児
童
生
徒 

（ふりがな） 

氏名 
生年月日 学校名 学年 

（     ） 

 
年 月 日 学校 年 

（     ） 

 
年 月 日 学校 年 

（     ） 

 
年 月 日 学校 年 

（     ） 

 
年 月 日 学校 年 

対
象
児
童
生
徒
以
外
の
同
一
世
帯

全
員 

氏名 
申請者と

の続柄 
生年月日 

勤務先又は

学校名 

  本人   年 月 日   

      年 月 日   

      年 月 日   

      年 月 日   

      年 月 日   



      年 月 日   

住宅の形態  １ 持家 ２ 借家・アパート ３ 市営・県営住宅 

就学援助を必要とする理由（できるだけ詳しく記入してください。） 

  前年度又は今年度で、次のうち当てはまるものの番号に○をし、（ ）に 

必要事項を記入してください。 

」に、 

「 

１０ 職業が不安定で、生活状態がよくない。 

」を 

「 

１０ 職業が不安定で、生活状態がよくない。 

（裏面もご記入ください） 

」に、 

「 

 承諾書および委任状 

 １ 私（申請者）は、就学援助費認否決定に際し、私および私の世

帯の住民基本台帳および課税台帳等について甲賀市教育委員会

が閲覧することを承諾します。 

 ２ 私（申請者）は、学校徴収金（学校給食費・学用品費等）に未

納が生じた場合において、就学援助費の受領等に係る一切の権限

を在籍する学校長に委任します。 

     年    月    日 

 

氏名（保護者）          印 

 

口座情報 

 就学援助費は下記口座への振込みを希望します。なお、振込みをも

って受領したものとします。 



 

金融機関

名 

銀行・農協 

信金・信組 
店  （店番   ） 

 
預金種目 普通 ・ 当座 ふりがな  

口座番号  口座名義人  

  

   注）１ この申請書は、対象児童生徒１人につき１枚ずつ必要です。 

     ２   年１月２日以降に甲賀市へ転入された方がいる場合は、 

         年１月１日現在の住所地が発行した所得証明書を添付し 

てください。 

」を 

「 

 承諾書及び委任状 

 １ 私（申請者）は、就学援助費認否決定に際し、私及び私の世帯

の住民基本台帳及び課税台帳等について甲賀市教育委員会が閲

覧することを承諾します。 

 ２ 私（申請者）は、学校徴収金（学校給食費・学用品費等）に未

納が生じた場合において、就学援助費の受領等に係る一切の権限

を在籍する学校長に委任します。 

     年    月    日 

 

氏名（保護者）          ○印  

 

口座情報 

 就学援助費は下記口座への振込を希望します。なお、当該振込をも

って受領したものとします。 

 

金融機関

名 

銀行・農協 

信金・信組 
店  （店番   ） 

 
預金種目 普通 ・ 当座 ふりがな  

口座番号  口座名義人  



 ※振込口座は１世帯につき１口座までです。兄弟姉妹で振込口座を

分けることはできません。 

   注）    年１月２日以降に甲賀市へ転入された方がいる場合は、 

         年１月１日現在の住所地が発行した所得証明書を添付し 

てください。 

」に

改める。 

   付 則 

 この告示は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の就学援助費から適用す

る。 
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甲賀市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱新旧対照表 

改正案 現行 

 （支給の申請）  （支給の申請） 

第４条 就学援助を受けようとする保護者等は、当該年度の５月末日まで

に要保護・準要保護児童生徒就学援助費支給申請書（様式第１号）に、

必要書類を添えて教育委員会へ提出するものとする。 

第４条 就学援助を受けようとする保護者等は、当該年度の５月末日まで

に要保護・準要保護児童生徒就学援助費支給申請書（様式第１号）に、

必要書類を添えて教育委員会へ提出するものとする。 

様式第１号（第４条関係） 様式第１号（第４条関係） 

（略） （略） 

   付 則  

この告示は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の就学援助費か

ら適用する。 

 

 



議案第５号  

 甲賀市特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部を改正する要綱の制定について  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年２月７日  

               甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

資料７ 



   甲賀市特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部を改正する要綱  
 甲賀市特別支援教育就学奨励費支給要綱（平成１９年甲賀市教育委員会告示第７

号）の一部を次のように改正する。  
 様式第１号を次のように改める。  



様式第１号（第４条関係）  
特別支援教育就学奨励費支給申請書  

 

甲賀市教育委員会　あて

〒 -

- -

- -

１ 持　家 ２ 借家・アパート ３ 市営・県営住宅

　１ 私（申請者）は、就学奨励費の支給申請に際し、私及び私の世帯の住民基本台帳及び課税台帳

等について甲賀市教育委員会が閲覧することを承諾します。

　２ 私（申請者）は、就学奨励費の受領等に係る一切の権限を在籍する学校長に委任します。

年 月 日

申請者氏名（保護者） ㊞

口座情報

　 学校長から甲賀市教育委員会に保護者口座への振込依頼があった場合は、就学奨励費は下記口座への振込を

希望します。なお、当該振込をもって受領したものとします。

銀行・農協

信金・信組

※振込口座は１世帯につき１口座までです。兄弟姉妹で振込口座を分けることはできません。

　 注） 　　　年１月２日以降に甲賀市へ転入された方がいる場合は、　　年１月１日現在の

住所地が発行した所得証明書を添付してください。

口座番号 口座名義人

住宅の形態

承諾書及び委任状

金融機関名 店 （店番　　　）

預金種目 普　通　・　当　座 ふりがな

　　　　年　月　日

　　　　年　月　日

　　　　年　月　日

対

象

児

童

生

徒

以

外

の

同

一

世

帯

全

員

氏　　名
申請者

との続柄
生 年 月 日 勤務先又は学校名

本人 　　　　年　月　日

　　　　年　月　日

（ふりがな）

氏　名
生 年 月 日 学 校 名 学 年

氏名

住所

申

請

者

(

保

護

者

)

申請日

電話番号
自宅

携帯

　　年度において就学奨励費の支給を受けたいので、甲賀市特別支援教育就学奨励費支給要綱
第４条の規定により、次のとおり申請します。

対

象

児

童

生

徒

㊞

　　　　年　　　月　　　日

　　　年　　　　　　　　学校

　　　　年　月　日

（　　　　　　　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日



   付 則  
 この告示は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の就学奨励費から適用す

る。  
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甲賀市特別支援教育就学奨励費支給要綱新旧対照表 

改正案 現行 

 （支給の申請）  （支給の申請） 

第４条 就学奨励費の支給を受けようとする者は、甲賀市教育委員会（以

下「教育委員会」という。）が指定する期日までに特別支援教育就学奨

励費支給申請書（様式第１号）に、必要書類を添え、児童等が在籍する

学校長を経由して教育委員会へ申請するものとする。 

第４条 就学奨励費の支給を受けようとする者は、甲賀市教育委員会（以

下「教育委員会」という。）が指定する期日までに特別支援教育就学奨

励費支給申請書（様式第１号）に、必要書類を添え、児童等が在籍する

学校長を経由して教育委員会へ申請するものとする。 

様式第１号（第４条関係） 様式第１号（第４条関係） 

（略） （略） 

   付 則  

 この告示は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の就学奨励費

から適用する。 

 

 



議案第６号  

 甲賀市日本語初期指導教室設置要綱の一部を改正する要綱の制定について  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年２月７日  

               甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

資料８ 



   甲賀市日本語初期指導教室設置要綱の一部を改正する要綱 

 甲賀市日本語初期指導教室設置要綱（平成３０年甲賀市教育委員会告示第１１号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条各号を次のように改める。 

 （１） 第一かわせみ教室 甲賀市水口町山７７４番地（伴谷東小学校内） 

 （２） 第二かわせみ教室 甲賀市水口町綾野３番６号（綾野小学校内） 

 第５条中第２号を削り、第３号を第２号とする。 

 様式第１号中 

「 

児童生徒氏名  

」を 

「 

通級場所 第一かわせみ教室  ・  第二かわせみ教室 

児童生徒氏名  

」に

改める。 

 様式第２号中 

「 

通級の方法 

１ 交通機関等利用（     ） 

２ 自動車 

３ 自転車 

４ 徒歩 

５ その他（     ） 

」を 

「 

通級場所 第一かわせみ教室  ・  第二かわせみ教室 

通級の方法 

１ 交通機関等利用（     ） 



２ 自動車 

３ 自転車 

４ 徒歩 

５ その他（     ） 

」に

改める。 

 様式第３号中 

「               「 

学校名 

学校長 

 学校名 

学校長          印 

                」を                 」に、 

「 

在籍校 甲賀市立      学校    年    組 

」を 

「 

在籍校 甲賀市立      学校    年    組 

通級場所 第一かわせみ教室  ・  第二かわせみ教室 

」に

改める。 

 様式第４号中 

「 

保護者氏名  

」を 

「 

保護者氏名  

通級場所 第一かわせみ教室  ・  第二かわせみ教室 

」に

改める。 

 様式第５号中 



「 

児童生徒氏名  

」を 

「 

児童生徒氏名  

通級希望場所 第一かわせみ教室  ・  第二かわせみ教室 

」に

改める。 

 様式第６号中 

「 

保護者氏名  

」を 

「 

保護者氏名  

通級場所 第一かわせみ教室  ・  第二かわせみ教室 

」に

改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和６年５月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この告示による改正後の甲賀市日本語初期指導教室設置要綱に規定する第一か

わせみ教室及び第二かわせみ教室の通級に係る申請、承認その他の行為は、この

告示の施行の日前においても行うことができる。 



1/2 

甲賀市日本語初期指導教室設置要綱新旧対照表 

改正案 現行 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 教室の名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 教室の名称及び位置は、次のとおりとする。 

（１） 第一かわせみ教室 甲賀市水口町山７７４番地（伴谷東小学

校内） 

（１） 名称 かわせみ教室 

（２） 第二かわせみ教室 甲賀市水口町綾野３番６号（綾野小学校

内） 

（２） 位置 甲賀市水口町山７７４番地（伴谷東小学校内） 

（職員） （職員） 

第５条 教室に、次に掲げる職員を置く。 第５条 教室に、次に掲げる職員を置く。 

（１） （略） （１） （略） 

 （２） 室長補佐 

（２） （略） （３） （略） 

様式第１号（第７条関係） 様式第１号（第７条関係） 

（略） （略） 

様式第２号（第７条関係） 様式第２号（第７条関係） 

（略） （略） 

様式第３号（第７条関係） 様式第３号（第７条関係） 

（略） （略） 

様式第４号（第８条関係） 様式第４号（第８条関係） 
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（略） （略） 

様式第５号（第８条関係） 様式第５号（第８条関係） 

（略） （略） 

様式第６号（第９条関係） 様式第６号（第９条関係） 

（略） （略） 

   付 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、令和６年５月１日から施行する。  

 （準備行為）  

２ この告示による改正後の甲賀市日本語初期指導教室設置要綱に規定

する第一かわせみ教室及び第二かわせみ教室の通級に係る申請、承認そ

の他の行為は、この告示の施行の日前においても行うことができる。 

 

 



議案第７号  

 甲賀市適応指導教室設置要綱の一部を改正する要綱の制定について  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年２月７日  

               甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

資料９ 



   甲賀市適応指導教室設置要綱の一部を改正する要綱  

 甲賀市適応指導教室設置要綱（令和５年甲賀市教育委員会告示第２号）の一部を

次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   甲賀市教育支援センター設置要綱 

 第１条中「学校不適応」を「不登校傾向」に、「適応指導及び」を「教育支援及

び」に、「甲賀市適応指導教室」を「甲賀市教育支援センター」に、「適応指導教

室」を「教育支援センター」に改める。 

 第２条各号列記以外の部分中「適応指導教室」を「教育支援センター」に改め、

同条第１号中「甲賀市適応指導教室水口教室」を「甲賀市教育支援センター水口教

室「つばめ」」に改め、同条第２号中「甲賀市適応指導教室信楽教室」を「甲賀市

教育支援センター信楽サテライト教室「やまびこ」」に改め、同条第３号を削る。 

 第３条中「適応指導及び」を「教育支援及び」に改め、「又は通学」を削り、

「適応指導教室への通級」を「教育支援センターへの通所」に改める。 

 第４条中「適応指導教室」を「教育支援センター」に改め、同条第１号中「学校

適応の指導」を「再登校への支援その他社会的自立に向けた支援」に改め、同条第

２号中「指導」を「支援」に改める。 

 第５条の見出し中「指導」を「支援」に改め、同条本文中「適応指導」を「教育

支援」に、「指導」を「支援」に改め、同条ただし書中「指導」を「支援」に改め

る。 

 第６条の見出しを「（支援員）」に改め、同条第１項を次のように改める。 

  教育支援センターに支援員を置く。 

 第６条第２項中「指導員」を「支援員」に改め、同項を同条第３項とし、同条第

１項の次に次の１項を加える。 

２ 支援員は、教員免許状を持つ者の中から教育委員会が任命する。 

 第７条の見出し中「入退級」を「入退所」に改め、同条中「適応指導教室の入退

級」を「教育支援センターの入退所」に改め、同条第１号中「入級を」を「入所を」

に、「適応指導教室入級申込書」を「教育支援センター入所申込書（保護者用）」

に改め、同条第２号中「適応指導教室入級申請書」を「教育支援センター入所申請

書（学校用）」に改め、同条第３号中「入級を」を「入所を」に、「適応指導教室



入級許可書」を「教育支援センター入所許可書」に改め、同条第４号中「適応指導

を」を「教育支援を」に、「適応指導教室終了（停止・中止）通知書」を「教育支

援センター終了（停止・中止）通知書」に改める。 

 第８条中「適応指導教室」を「教育支援センター」に改める。 

 様式第１号中「適応指導教室入級申込書」を「教育支援センター入所申込書（保

護者用）」に、「適応指導教室」を「教育支援センター」に、「入級」を「入所」

に、「指導」を「支援」に、「市・教育委員会」を「市」に、 

「 

参加経路の略図 

 

 

                                   」を 

「 

参加経路の略図 

＊自力通所の場合は、お子さんが通る経路（徒歩、自転車、バス等）

を書いてください。 

                                   」に

改める。 

 様式第２号中「適応指導教室入級申請書」を「教育支援センター入所申請書（学

校用）」に、「適応指導教室の入級」を「教育支援センターの入所」に、 

「             「 

担任 

 

 担任名 

 

          」を            」に、「（緊急先）」を「（緊

急連絡先）」に、「指導に」を「支援に」に、「適応指導教室」を「教育支援セン

ター」に改める。 

 様式第３号中「適応指導教室入級許可書」を「教育支援センター入所許可書」に、

「適応指導教室入級」を「教育支援センター入所」に改める。 

 様式第４号中「適応指導教室終了（停止・中止）通知書」を「教育支援センター

終了（停止・中止）通知書」に、「適応指導」を「教育支援」に改める。 



   付 則 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する 
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甲賀市適応指導教室設置要綱新旧対照表 

改正案 現行 

甲賀市教育支援センター設置要綱 甲賀市適応指導教室    設置要綱 

（設置） （設置） 

第１条 小中学校の児童生徒で、不登校傾向となっている者に対して、

学校とは異なる環境のもとで、一人ひとりの活力を高める教育支援及

び教育相談事業を実施するため、甲賀市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）に甲賀市教育支援センター（以下「教育支援センター」

という。）を設置する。 

第１条 小中学校の児童生徒で、学校不適応となっている者に対して、

学校とは異なる環境のもとで、一人ひとりの活力を高める適応指導及

び教育相談事業を実施するため、甲賀市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）に甲賀市適応指導教室    （以下「適応指導教室    」

という。）を設置する。 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 教育支援センターの名称及び位置は、次に掲げるとおりとする。 第２条 適応指導教室    の名称及び位置は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 甲賀市教育支援センター水口教室「つばめ」 甲賀市水口町

貴生川５５８番地 

（１） 甲賀市適応指導教室水口教室               甲賀市水口町

貴生川５５８番地 

（２） 甲賀市教育支援センター信楽サテライト教室「やまびこ」 甲

賀市信楽町長野１２５１番地 

（２） 甲賀市適応指導教室信楽教室                          甲

賀市信楽町長野１２５１番地 

 （３） 甲賀市適応指導教室甲賀教室 甲賀市甲賀町大久保５０７番

地２ 

（対象） （対象） 

第３条 教育支援及び教育相談事業を実施する対象となる者は、本市の

区域内に在住        する児童生徒（小中学校に通学する者に限る。

以下「在籍児童生徒」という。）で、不登校傾向にあり教育支援セン

第３条 適応指導及び教育相談事業を実施する対象となる者は、本市の

区域内に在住又は通学する児童生徒（小中学校に通学する者に限る。

以下「在籍児童生徒」という。）で、不登校傾向にあり適応指導教室
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ターへの通所が可能な者又は保護者による送迎ができる者とする。 への通級    が可能な者又は保護者による送迎ができる者とする。 

（事業） （事業） 

第４条 教育支援センターは、次に掲げる事業を行う。 第４条 適応指導教室    は、次に掲げる事業を行う。 

（１） 不登校傾向にある児童生徒の再登校への支援その他社会的自

立に向けた支援 

（１） 不登校傾向にある児童生徒の学校適応の指導               

              

（２） 前号の児童生徒を持つ保護者、教員等に対する専門的な立場

からの支援 

（２） 前号の児童生徒を持つ保護者、教員等に対する専門的な立場

からの指導 

（３） （略） （３） （略） 

（支援期間） （指導期間） 

第５条 教育支援の期間は、支援を開始した時から当該年度末までの期

間とする。ただし、継続して支援の必要があると教育委員会が認めた

ときは、その期間を延長することができる。 

第５条 適応指導の期間は、指導を開始した時から当該年度末までの期

間とする。ただし、継続して指導の必要があると教育委員会が認めた

ときは、その期間を延長することができる。 

（支援員） 

第６条 教育支援センターに支援員を置く。 

（指導員） 

第６条 適応指導教室に指導員を置き、指導員は、専門的指導技術又は

教員免許状を持つ者のうちから教育委員会が任命する。 

２ 支援員は、教員免許状を持つ者の中から教育委員会が任命する。  

３ 支援員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も同様とする。 

２ 指導員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も同様とする。 

（入退所手続） （入退級手続） 

第７条 教育支援センターの入退所については、次に掲げる手続により

行う。 

第７条 適応指導教室の入退級    については、次に掲げる手続により

行う。 
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（１） 入所を希望する保護者は、教育支援センター入所申込書（保

護者用）（様式第１号。以下「申込書」という。）を在籍校の校長

に提出する。 

（１） 入級を希望する保護者は、適応指導教室入級申込書    

    （様式第１号。以下「申込書」という。）を在籍校の校長

に提出する。 

（２） 校長は、教育支援センター入所申請書（学校用）（様式第２

号）を作成し、申込書とともに教育委員会に提出する。 

（２） 校長は、適応指導教室入級申請書              （様式第２

号）を作成し、申込書とともに教育委員会に提出する。 

（３） 教育委員会は、入所を適当と認めた場合は、入所を許可し、

教育支援センター入所許可書（様式第３号）により校長及び保護者

に通知する。 

（３） 教育委員会は、入級を適当と認めた場合は、入級を許可し、

適応指導教室入級許可書    （様式第３号）により校長及び保護者

に通知する。 

（４） 教育委員会は、教育支援を終了したと認められるとき、又は

停止し、若しくは中止したときは、教育支援センター終了（停止・

中止）通知書（様式第４号）により校長及び保護者に通知する。 

（４） 教育委員会は、適応指導を終了したと認められるとき、又は

停止し、若しくは中止したときは、適応指導教室終了（停止・中止）

通知書   （様式第４号）により校長及び保護者に通知する。 

（その他） （その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、教育支援センターに関し必要な

事項は、教育委員会が別に定める。 

第８条 この告示に定めるもののほか、適応指導教室    に関し必要な

事項は、教育委員会が別に定める。 

様式第１号（第７条関係） 

（略） 

様式第１号（第７条関係） 

（略） 

様式第２号（第７条関係） 

（略） 

様式第２号（第７条関係） 

（略） 

様式第３号（第７条関係） 

（略） 

様式第３号（第７条関係） 

（略） 

様式第４号（第７条関係） 

（略） 

様式第４号（第７条関係） 

（略） 
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   付 則  

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。  
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